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要 旨：本研究の目的は，学校現場における発達障害児の問題行動への専門的支援・指

導法の導入に関する実態を調査し，導入の必要性や，導入に関する今後の課題等について

検討することである．関東地域の特別支援学級のある小学校 200 校及び関東・東北・北

海道地域の知的障害特別支援学校 471 校の小学部 204 部・中学部 203 部・高等部 243 部

の教員を対象に，10 種類の専門的支援・指導法の使用状況や，導入に対して困っている

こと等について回答を依頼した．その結果，回収率は約 2～3 割で,全学級・学部に共通し

て，タイムアウト・先行子操作・TEACCH の導入率が非導入率に比べ有意に高い結果が

示された．FCT(機能的コミュニケーション訓練)については，小学部においてのみ導入率

と非導入率とで有意差がみられた．自由記述回答を分析した結果，「教師の共通理解に関

すること」が 40 件で も多く，次いで「研修に関すること」が 18 件で多い結果となっ

た．今後導入をより促進していくために，学校現場の状況や教師の専門性のレベルに応じ

たより弾力的で充実した研修体制の展開等が求められる． 
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● 

Ⅰ．はじめに 

 
平成 14 年度の文部科学省による実態調査 12)

では，通常学級に学習面又は行動面で著しい困

難を示す児童生徒が 6.3%，つまり 1 クラスに 2
～3 人在籍していることが示された．宮崎他

(2011)3)は，関東地域の特別支援学級のある小

学校 200 校を対象に行動上の問題の実態につ

いて調査した結果，著しい奇声・大声と多動の

出現率が両者とも約 60%，その他著しい破壊行

為や他害，かんしゃく，衝動的行動の出現率が

50%を超えていることが明らかとなった．さら

に，小笠原・守屋 (2005)7)は，東京都知的障害

特別支援学校の児童生徒 602 名を対象に問題

行動の出現率等の実態を調査したところ，半数

以上の児童生徒が平均 1.9 種類の問題行動を示

すことがわかった．このようにどの学校フィー

ルドにおいても，様々な問題行動が全般的に高

い出現率で生起している現状が窺え，より適切

な指導及び必要な支援の実施が急務である. 
 発達障害児の問題行動に対して，学術的に有

効性が示されている専門的支援・指導法(以下，

指導技法)として，FCT(Functional Communi 
-cation Training;機能的コミュニケーション訓

練)(Durand&Carr,1991)1)や，トークンエコノ

ミーシステム(興津・関戸,2007)2)等の応用行動

分析によるアプローチ(Umbreit et al,2007)13)

や，TEACCH(Treatment and Education of 
Autistic and related Communication handicapped 
Children and adults；自閉症やコミュニケーシ

ョン障害のある人々に対する治療と教育)(奥田，

2001)8)によるアプローチ等が挙げられる．この

ような指導技法がより多く学校現場に導入さ

れることにより，問題行動を示す子どもへの効

果的な支援・指導の実践につながると考えられ

る．村本・園山(2009)5)が，代替行動及び望ま

しい行動の援助技法の普及が課題であると指

摘している点，また特別支援教育に携わる教師

に求められる専門性が大幅に拡大し，教師の専

門性向上が強く求められている点に鑑みて，指

導技法の学校現場への導入は重要な課題の一

つと推測できる． 
導入の実態については，霜田他(2006)11)が，
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東日本地域区の北海道・東北・関東と中部地方

の一部(静岡，長野，山梨，新潟県)にある公立

の知的障害養護学校のうち，中学部設置校 256
校を対象に，中学部に限らず他の学部も含めて

児童生徒への指導法として，特別・専門的な指

導技法を用いているか否かについて質問紙調

査を実施している.しかし，問題行動に対する指

導技法に特化して調査を実施しておらず，その

導入の詳細な実態については明らかにされて

いない．また，平成 19 年度に文部科学省より

「特別支援教育の推進について(通知)」4)が発表

されて以来，校内委員会の設置や個別の指導計

画の作成，センター的機能の充実など，さらに

高度な専門性が教師に求められている現況が

あり，学校現場や教師の専門性の実態が変容し

てきている可能性がある点を踏まえると，今一

度導入に関する詳細な実態を調査することが

必要であると考えられる． 
そこで，本研究の目的は，学校現場における発

達障害児の問題行動に対する指導技法の導入に

関する実態を調査し，導入の必要性や，導入に関

する今後の課題について検討することとする． 
 
 ● 

Ⅱ．方法 

 
１．調査対象 

 関東地域の特別支援学級のある小学校(以下，

特別支援学級)200 校及び関東・東北・北海道地

方の知的障害特別支援学校(以下，特別支援学

校)471 校の小学部(以下，小学部)204 部・中学

部(以下，中学部)203 部・高等部(以下，高等

部)243 部の教員を対象とした．特別支援学級は，

学級内で行動上の問題が著しくみられる児童

生徒を担任している教員 1 名に，特別支援学校

は，各学部内で行動上の問題が著しくみられる

児童生徒を担任している研究部担当の教員1名

に回答してもらうこととした．研究部担当の教

員で上記の児童生徒を担任していない場合は，

同一学部内で上記の児童生徒を担任している

教員 1 名に回答を依頼することとした． 
 
２．調査内容 

 調査内容として主に二点設定した．一点目は，

10 種類の指導技法を，問題行動を示す児童生徒

に対し学校現場で使用しているか否か，4 件法

(使用・アレンジして使用・使用していない・不

明)による選択式で尋ねる項目である．指導技法

に関しては，佐々木(1993)9)や長澤(2005)6)，村

本(2009)5)等を参考に設定し，教師が理解しや

すいように各指導技法の具体的な支援・指導例

を記載した(Table1 を参照)．二点目は，指導技

法を学校現場に導入していくにあたり，問題だ

と感じることや困ること，指導技法等に関して

望んでいることを自由記述式で回答してもら

うものである． 
 なお本研究では，教員がより理解しやすい用

語として「問題行動」を用い，その定義は志賀
10)より「①自分の身体・健康上に著しい危険を

もたらす，②他者の身体・健康上に著しい危険

をもたらす，③誰もが有意義と認める学習，労

働，レジャーへの参加を著しく妨げる，以上の

三つの条件をどれか一つに当てはまるもの」と

した． 

指導技法 具体的な支援・指導例 
罰(嫌悪刺激)の提示 減らしたい行動の後に注意や叱責など本人にとって嫌なことを行う 

消去法 やさしい言葉かけをすると自傷行動が増えていく場合に，自傷行動を見

られても無視をしたり, その場から退出したりする 
タイムアウト 友達に対する乱暴が見られる場合に一定時間その場から一時的に本人

を引き離したりする 
過剰修正法 教室で紙くずを投げていた場合に,その紙くずだけでなくそれ以外の床

に落ちている紙くずも拾ってゴミ箱に捨てさせる 
レスポンスコスト 望ましくない行動が見られた場合に，本人にポイントとして与えていた

ものをいくつか取り除いて減らす 
トークンエコノミー 

システム 
望ましい行動が見られたら，シールをポイントとして本人に与え，それ

がいくつか貯まったら本人が好きな活動を行う 
先行子操作 本人にとって取り組みやすい内容の課題に変更する 
分化強化法 静かに話を聞いたりノートを取っていたりしたときにほめる 

FCT 
(Functional Communication Training) 

大人の注目が少ないときに自傷行動が見られると推測できる場合に，

「見て」という言葉が言えるように指導していく 
TEACCH 

(Treatment and Education of 
Autistic and related Communication 
handicapped Children and adults) 

一日のタイムスケジュールや学習課題について絵や文字などでわかり

やすく示したりする 

Table１ 10 種類の指導技法の具体的な支援・指導例 
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３．調査方法 

 独自に作成した質問紙を郵送法により対象

者に回答を依頼した．期間は 2010 年 1 月から

同年 2 月までとした． 
 

４．回収数及び回収率と分析対象数 

 質問紙の回収数及び回収率は，特別支援学級

で 42 部(21%)，小学部で 76 部(37%)，中学部

で 72 部(35%)，高等部で 82 部(34%)であった．

分析対象数は，質問内容に対して有効回答が得

られたものとし，特別支援学級では 35 部，小

学部では 71 部，中学部では 66 部，高等部では

75 部とした． 
 
５．分析方法 

 各学級・学部の分析対象数を母集団とした導

入(使用している及びアレンジして使用してい

る回答)と非導入(使用していない回答)の割合

を算定した．また，導入の割合と非導入の割合

とで有意差があるかを明らかにするため，χ2
検定を行った．さらに，各学級・学部における

導入の実態に関する特徴をより明確化させる

ため，10 種類の指導技法を「直接的アプローチ」

(罰(嫌悪刺激)の提示・消去法・タイムアウト・

過剰修正法・レスポンスコスト)，「代替行動ア

プローチ」(トークンエコノミーシステム・分化

強化法・FCT)，「環境アプローチ」(先行子操作・

TEACCH)の 3 種類にカテゴリー化し，各カテ

ゴリーにおける導入率と非導入率を算定後，そ

れらの差異をχ2 検定にて調べた．自由記述回

答については，全学級・学部で得られた回答を

類似した内容ごとに研究者 3 名で分類・整理を

行い，分類されたカテゴリー別の回答数を集計

し，導入の妨害要因等について検討した． 
 
● 

Ⅲ．結果 

 

１．各学級・学部内における指導技法の導入の実態 

 特別支援学級における各指導技法の導入率

及び非導入率を Fig.1 に，指導技法の各カテゴ

リー別の導入率及び非導入率を Fig.2 に示した．

Fig.1 より，分化強化法・タイムアウト・先行

子操作・TEACCH の導入率が，非導入率に比

べ有意に高い結果となった．カテゴリー別に比

較すると，Fig.2 より，代替行動アプローチと

環境アプローチにおいて有意差が示された． 
小学部における各指導技法の導入率及び非

導入率は Fig.3 に，指導技法の各カテゴリー別

の導入率及び非導入率を Fig.4 に示した．Fig.3
より，FCT・タイムアウト・先行子操作・

TEACCH の導入率が，非導入率に比べ有意に

Fig.1 特別支援学級での各指導技法の導入率と非導入率 

Fig. 2 特別支援学級でのカテゴリー別導入率と非導入率

Fig. 3 小学部での各指導技法の導入率と非導入率 

Fig. 4 小学部でのカテゴリー別導入率と非導入率 
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高い結果となった．カテゴリー別に比較すると，

Fig.4 より，直接的アプローチと環境アプロー

チにおいて有意差が示された． 
中学部における各指導技法の導入率及び非

導入率を Fig.5 に，指導技法の各カテゴリー別

の導入率及び非導入率を Fig.6 に示した．Fig.5
より，タイムアウト・先行子操作・TEACCH
の導入率が，非導入率に比べ有意に高い結果と

なった．カテゴリー別に比較すると，Fig.6 よ

り，直接的アプローチと環境アプローチにおい

て有意差が示された． 
高等部における各指導技法の導入率及び非

導入率を Fig.7 に，指導技法の各カテゴリー別

の導入率及び非導入率を Fig.8 に示した．Fig.7
より，罰(嫌悪刺激)の提示・タイムアウト・先

行子操作・TEACCH の導入率が，非導入率に

比べ有意に高い結果となった．カテゴリー別に

比較すると，Fig.8 より，環境アプローチにお

いてのみ有意差が示された． 
 以上の結果をまとめると，全学級・学部に共 
通して，タイムアウト・先行子操作・TEACCH
の導入率が，非導入率と比較して有意に高いこ

と，また，カテゴリー別で比較したところ，共

通して環境アプローチに有意差がみられたこ

とが明らかとなった．さらに言えば，様々な先

行研究で有効と指摘されている FCT について

は，小学部においてのみ有意差が示される結果

となった． 
 
２．指導技法の導入に関する自由記述 

導入に関して困っていることや望んでいる

こと等の自由記述回答を求めたところ，計 102
件の回答が得られ，10 種類のカテゴリーに分類

できた(重複あり)(Fig.9 を参照)．Table2 には，

各カテゴリーの回答例を記載した．Fig.9 より，

「教師同士の共通理解に関すること」が 40 件

で も多く，次いで「研修に関すること」が 18
件で多い結果となった．また，「児童生徒理解

に関すること」が 14 件で全般的に多い結果が

示され，指導技法やその導入に焦点を当てるの

ではなく，児童生徒一人ひとりの実態をまず中

心に捉えることが重要であるといった，導入に

関して中立的又は批判的と窺える回答がみら

れた． 
 

● 

Ⅳ．考察 

 
全学部・学級に共通して，タイムアウト・先

行子操作・TEACCH の導入率が，非導入率と

Fig. 6 中学部でのカテゴリー別導入率と非導入率 

Fig.5 中学部での各指導技法の導入率と非導入率 Fig. 7 高等部での各指導技法の導入率と非導入率 

Fig. 8 高等部でのカテゴリー別導入率と非導入率 
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比較して有意に高い結果が示された．タイムア

ウトについては，特に特別な道具を必要としな

いため支援・指導の労力が少なく，また，他の

児童生徒に対して危害が及ぶことを防ぐため

に， も優先的で原則的な対応であると考えら

れるため，導入率が有意に高い結果となったと

推察できる．先行子操作と TEACCH といった

環境アプローチに有意差がみられたことの背

景には，TEACCH における物理的構造化や視

覚スケジュールといった「構造化」のアイディ

アが学校現場に広く浸透し，発達障害児を取り

巻く生活空間や授業で扱われる教材といった，

幅広い環境因子に対するアプローチの重要性

が，多くの教師に理解されてきている現況が窺

える．佐々木(1993)9)は，TEACCH プログラム

が学校および施設に導入される方向性がみら

れると指摘しているが，約 20 年を経た近年に

おいて非常に多く導入されている傾向にある

実態が示唆され，佐々木(1993)9)を裏付ける結

果であるといえよう．一方，FCT に関しては，

小学部においてのみ，導入率が非導入率に比べ

有意に高かった．これは，特別支援学校の学部

の中でも小学部は特に，著しい問題行動の出現

率が全般的に高い傾向にあり(宮崎他,2011)3)，

対応の緊急性が高い場合も少なくなく，より専

門性の高いアプローチが必要とされていると

推測でき，他学部に比べ小学部の多くの教員が

FCT について学び，実践している傾向にあるこ

とを示している．他方，中学部と高等部では，

FCT において有意差はどちらにも示されなか

った．これは，思春期に伴い，教員が心理的ケ

アに重点を置く傾向にあることや，教科指導や

部活動指導等に割く時間が多いために，FCT 等

の指導技法の研修に割く時間が十分にとれな

い現状が背景にあると指摘できる．心理的ケア

に重点を置くことは，中学部において消去法の

非導入率が有意に高い結果からも推測される．

教育的無視をしたり，その場から離したりする

ことよりも，思春期の点を踏まえての共感的対

応や感情コントロール面への支援等を中学部

では特に重要視していることが考えられる．特

別支援学級においては，FCT の有意差はみられ

なかったものの，分化強化法や代替行動アプロ

ーチでは有意差が示された．このことから，

FCT を取り入れるほどの専門性の高さに至っ

カテゴリー 自由記述回答例

共通理解を教師間で図るのに時間がかかる

行動問題への対応の一貫性が困難。教員相互の理解が難しい

指導法等の意味を各教員が吸収しつつ、一人ひとりの子どもの実態を踏まえていく必要がある

子ども一人一人の実態が違うので、あまりノウハウにとらわれない方がよい

強化子を用いる指導をしてもなかなか伝わらない

集団での学習での個別的対応が課題

教師一人の受け持つ児童が多く（4～5人）、一人ひとりに毎日丁寧に取り組めない
一人の指導者が受け持つ児童の数をへらす
（情緒の重い子を何人も同時に指導することは難しい）
大声や他害等に対し、クールダウンすることが大切だが、どこの特別支援学校もスペースが
ほとんどない
学習環境の制約や物的・人的不足により、実践できないことがある
校内では会議等打ち合わせが入り、教材研究ができず、新しい専門的な指導方法を取り入れる
ゆとりがない
ゆっくり指導法を考えたり工夫する時間がほとんどないので、気持ちは多くても難しい

行動分析の考え方やテクニックを、体験的に学べる機会がない

専門的な支援、指導方法についての研修は行われているが、難しいと感じることが多い

保護者の理解が得られない
本人と同様に、保護者にその有効性を理解してもらい、家庭でも同様の対応で取り組んで
もらいたい
自律訓練や摂食について専門家が常駐しアドバイスをしてほしい

精神的な問題を抱えている生徒に対して専門的なカウンセラーの支援をしてほしい
専門的な指導方法の取り入れは、それ相応にそのやり方を会得した者でないと、実践の場では
難しい
自傷・他傷が多く見られる生徒への指導は、依然として暗中模索である。確立した指導法の
導入が待たれる

教師同士の共通
理解(N=40)

児童生徒理解
(N=14)

教師の指導
(N=12)

学校体制(N=8)

校内環境(N=8)

教師の時間的コ
スト(N=6)

研修(N=18)

家庭との連携
(N=14)

外部機関との連
携(N=10)

その他(N=15)

Table 2 各カテゴリーにおける自由記述回答例 

0 20 40 60

その他

外部機関との連携に関すること

家庭との連携に関すること

研修に関すること

教師の時間的コストに関すること

校内環境に関すること

学校体制に関すること

教師の指導に関すること

児童生徒理解に関すること

教師同士の共通理解に関すること

件数

主
に
学
校
内
に

関
す
る
こ
と

主
に
学
校
外
に

関
す
る
こ
と

Fig. 9 自由記述回答のカテゴリー別件数 
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てはいないが，子どもを褒めるタイミングや褒

め方などに留意し，賞賛することの重要性を理

解している教員や，代替行動を獲得させるとい

う視点がもっている教員が少なくないことが

考えられる．また特徴的な結果として，高等部

でのみ，罰(嫌悪刺激)の提示の導入率が高いこ

とが挙げられる．これは，卒業後の生活も考慮

し，「いけないことはいけない」と場面に応じ

て適切な叱責も必要であると考える教員が多

い実態が窺える．以上のように，各学級・学部

ごとに実態は異なるものの，導入率が高い傾向

にある指導技法が複数あることから，学校現場

における指導技法の導入の必要性は高いこと

が推察できる．しかしながら，回収率が約 2～3
割で非常に低く，今後は質問紙の構成を熟考し

改善した上で導入の実態を調査していくこと

が必要である．また一方では，自由記述回答の

結果，「児童生徒理解に関すること」が 14 件み

られ，指導技法やその導入に関して中立的又は

批判的な意見をもつ教師もいることから，「導

入」そのものに対する捉え方や導入の必要性に

ついては今後も深く検討していかなければな

らない．他方，全般的に FCT や分化強化法，

トークンエコノミーシステム等の，応用行動分

析に基づいた代替行動アプローチの導入率が

まだまだ低い傾向にあり，学校現場や教師の現

状に応じたより専門的な研修体制を弾力的に

展開していくことが求められる． 
自由記述回答を分析した結果，「教師同士の

共通理解に関すること」が 40 件で も多く，

次いで「研修に関すること」が 18 件で多いこ

とが明らかとなった．これらの結果から，導入

を妨げる要因として，教師同士の共通理解の困

難さや，教師の専門性や既有知識・技術に応じ

た研修の不充分さ等が挙げられるであろう．特

に特別支援学校では教師の人数が多く，また時

間的余裕が少ない中で，個々の指導に対する考

え方・価値観を踏まえ，共通理解を図っていく

ことが非常に難しい現状にあることが推測で

きる．今後より導入を促進していくために，先

述した弾力的な研修体制の展開に加え，より円

滑に教師同士の共通理解を促進できるような

手立てについても研修の内容として取り入れ

ること，また，大学や外部機関の専門家等がよ

り積極的に教師間に対しても介入していくこ

とが求められる． 
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